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第一章 はじめに 

 
１．評価の目的 

 
自然科学研究機構（以下「機構」という。）は、宇宙・エネルギー・物質・生命等の

自然科学分野を担う中核的研究機関を擁し、日本の学術研究の発展を支えている。機

構を構成する各機関は国際的・先導的な学術研究を進めるとともに、共同利用・共同

研究の場として、最先端設備を国内外の研究者コミュニティに提供し、日本の学術研

究の根幹を支える極めて重要な役割を果たしている。加えて、大学院教育を通じた次

世代の人材育成、さらには一般向けのシンポジウムや出前授業等の社会貢献活動を積

極的に展開している。機構はこれら各機関の活動を統括し、機関を超えた異分野連携

による新学術分野の創成、産学連携の推進などを先導することによって、基礎研究か

ら生まれる「知」を社会へ還元する役割も担っている。 
このような広範かつ先導的な役割を担う機構において、活動状況を客観的に可視化

し、運営の透明性を高め、多角的な視点から得られた外部意見を受け入れ、機構全体

及び各機関の運営に直接反映させることを企図し、第４期中期計画において、「令和

７年度に外部委員のみで構成された外部評価委員会にて４年間の総合外部評価を実

施し、その結果を公表する」ことを掲げている。本外部評価委員会は、これを受けて

組織され、機構の第４期中期目標・中期計画期間のこれまでの４年間に焦点を当て、

機構本部の事業運営を中心に評価した。本報告書はその結果をまとめたものである。 
 
 
２．評価の方法（評価の観点） 
 

機構が提示した諮問事項に対し、各委員が専門的知見から「評価できる点」及び「改

善を要する、または今後の課題とすべき点」について個別に評価コメントを提出した。

次に、個別の評価コメントを機構が示した「認識している主要な課題」の項目へ集約

し、さらに委員会全体としての俯瞰的な視点や議論の内容を付加し、評価のまとめと

今後の運営に向けた提言を外部評価報告書として取り纏めた。 
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第二章 観点毎の評価（各委員からの意見の整理） 

 
１．世界最高水準の研究の維持 
 

【評価できる点】 
・研究推進に向けた機構の運営について 

機構長の強力なリーダーシップの下、共創戦略統括本部を中心とした組織横断的

かつ学際的な研究推進体制が着実に構築されている。共創戦略統括本部に所属する

URA は限られた人員ながらも、各人が複数のチームを担当し、情報を共有するこ

とによって、機関を超えたプロジェクトの支援や戦略立案において高いポテンシャ

ルを発揮している。特筆すべき強みは、研究分野の枠を超えた事業に対する強力な

支援体制を有している点である。アストロフュージョンプラズマ物理研究分野

（AFP）、定量・イメージング生物学研究分野（QIB）、Open Mix Lab（OML）事

業等の活動を通じ、国内外における異分野連携活動を促進し、これらを支える研究

者の多様性の確保や、大学との組織的連携ネットワークを通じた大学研究力強化へ

の貢献を継続的に行っている。 
また、物価高騰や人件費上昇によりアカデミア全体が深刻な財政難に直面する中、

機構長が定量的エビデンスに基づいて政府や関係機関へ積極的に働きかけ、運営費

交付金等の基盤的経費の拡充に向けた議論を先導したことは大きな功績である。 
最先端研究設備や共用インフラを整備し、トップダウン（OML、スピン生命フロ

ンティア等）とボトムアップ（各機関での共同利用・共同研究、マテリアル先端リ

サーチインフラ等）を併行して推進している点は高く評価できる。これにより国内

外の優秀な研究者を惹きつけ、学術研究のピーク形成と研究基盤の底上げの両面に

貢献している。 
・人材育成について 

若手支援の制度を拡充しており、OML の公募プログラムの若手支援型や研究ス

タートアップ支援型、フェローシップや若手研究者賞を通じた若手研究者の挑戦的

研究を支援する取組は、人材育成と将来の研究力強化の両面において高く評価でき

る。また、クロスアポイントメントや総合研究大学院大学との協働、連携大学院と

の共同指導、大学院生への経済的支援により、異分野と連携することや国際経験を

積むことができる人材育成基盤を整備している。 
技術人材の育成や高度化に対する組織的な意識が向上しており、機関の枠組みを

超えた合同技術研修の実施や、技術職員と技術系研究教育職員とを跨ぐキャリアパ

スの構築など、知見の共有と技術力の底上げに資する取組が行われている。 
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・国際連携について 

世界トップレベルの研究機関（プリンストン大学、マックス・プランク協会、

EMBL 等）との学術交流協定に基づき連携を推進している点は、国際的な頭脳循環

のハブの役割という観点から高く評価できる。「マッチングファンド形式」への移

行を推進し、双方が対等に研究経費を負担して共同研究を行う持続可能な制度設計

への転換は、国際的な研究プレゼンスの向上に資する妥当な方向である。学際分野

を推進する AFP、QIB のような先導的な取組や、大型国際プロジェクトへの継続

的な参画等、多国間での共創基盤と豊富な実績を既に有している点は高く評価でき

る。これらの取組の発展と共に、蓄積された国際業務ノウハウ等の大学との共有を

通じて、更なる国際連携の拡大につながることを期待する。 
 

【改善を要する、または今後の課題とすべき点】 
・研究力強化に向けた活動について 

日本の国際的な研究力や論文の影響力が低下する中、機構には日本の自然科学研

究の中核拠点として、政府や国際社会に対し基礎科学の重要性を継続的かつ積極的

に発信していく役割が期待される。安定的財源の確保により、機動的な人材配置や

設備更新を行うための財務的余力を構築することは、大学とも共通する喫緊の課題

である。 
さらに、我が国の国際的な研究力強化に向けては、共同利用に供する中型・大型

機器の維持管理体制の構築、適切な研究評価の確立とそれに基づく研究費配分によ

る研究の推進、博士課程大学院生・若手研究者・技術系及び研究支援人材の育成等

が重要な課題となっている。一大学では対応が困難な研究力強化に向けた課題につ

いて、同じく学術コミュニティの活動を支える共同利用・共同研究拠点、大学、研

究機関等と連携して検討し、政府や関係機関への働きかけを継続していくことが強

く期待される。 
・組織運営について 

組織運営においては、近年の社会情勢の変化に機構長がリーダーシップを発揮し

て対応していく上で、これをサポートする仕組みを強化することや、機構と各機関

との双方向コミュニケーションの強化として、経営層から若手研究者・技術職員に

至る全階層間の横断的ネットワークを制度化すべきである。 
・新分野創成と社会連携の取組について 

新分野創成の取組については、機構・機関・プロジェクトの執行部・リーダー、

URA 等が事業の進捗や成果をフォローする必要がある。OML 事業については、採

択後の成長段階に応じたフェーズゲート型の支援（技術移転支援、マッチング資金、

事業化支援）が必要であり、採択課題の「次の展開（大型資金・産学連携・事業化）」

への橋渡し支援が十分かを点検すべきである。 
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・人材育成について 
限られた予算の中において、重点的に推進すべき研究を絞り込む必要があるが、

将来を見据えた研究計画や、それを支える人事戦略をボトムアップとトップダウン

の両面から構想して整合的に進めていくことや、高リスクな挑戦的研究を支えるた

めの研究環境の整備、資金やポストの拡充が必要である。加えて、若手研究者に対

しては、国際派遣やインターンシップ制度を組み合わせた「継続的キャリア支援」

を制度化すべきである。若手研究者が一定の独立性を保ちながら、組織を超えて継

続的に連携・交流できる仕組みの更なる充実は、人材育成においても、新分野創成

の推進においても重要である。 
また、技術人材の昇進・評価制度において、論文業績のみならず、技術的貢献、

データ管理、教育・社会貢献等の多角的な実績を正当に反映させるべきである。研

究教育職員と大きく異なる現在の技術職員の給与水準を見直し、待遇を改善するこ

とによって、技術職員と研究教育職員とを跨ぐキャリアパスを機構全体で共有・展

開していくことが期待される。 
研究におけるダイバーシティの確保については、女性研究者比率が第４期目標値

である 17％に対し、2025 年 10 月時点で 15.5％に留まっており、女性研究者がキ

ャリアを諦めることなく研究を続けられる環境整備の着実な取組が求められる。特

に上位職に女性研究者を登用することが肝要であり、具体的方策について、より踏

み込んだ検討が必要である。例えば男女問わず優秀な外国人研究者の積極的な採用

を進める中で外国人の女性研究者が増えれば、結果として女性研究者の優れたロー

ルモデルも示され、次世代研究者の育成・支援につながることが期待される。多様

性の確保を単なる数値目標にとどめず、研究の質と組織の意思決定の在り方を変革

する戦略として位置付け、総合的に推進していくことが重要な課題である。 
・国際連携について 

国際的な研究プレゼンスの維持・向上には、従来の欧米諸国との連携に加え、イ

ンドや ASEAN 諸国等の成長著しい地域のトップ機関との連携を戦略的に強化す

ることが重要である。相手国・機関の選定に際しては、研究テーマの整合性のみな

らず、資金負担の対等性、知的財産権の帰属及び成果共有ルールの明確化、さらに

は双方向の人材交流の制度設計が求められる。国際連携は産学連携や研究・経営戦

略分析、寄付金の獲得等の取組とも関連が深いため、孤立しない工夫が必要である。

機構と各機関の国際戦略を共有し、国際連携が一層進むように戦略的に取組を推進

することが期待される。 
 
 
２．大学と連携して国の科学技術の振興に貢献 
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【評価できる点】 
・大学や共同利用・共同研究拠点との連携について 

研究大学コンソーシアム（RUC）の幹事機関として、各大学の研究者が抱える現

場の課題を吸い上げ、国へ働きかけるハブ機能を十分に果たしている。RUC の加

入基準を改正し、参画大学を 40 機関に拡大する等の運営を通じた「知の集積」の

強化は、全国の研究力強化に直結する成果として認められる。「MIRAI-DX」の改

善により、専門分野や所属機関の障壁を超えた新たな共同研究が具体的に創出され

始めている点は、研究 DX の先駆的な成果として高く評価できる。MIRAI-DX の更

なる改善により、産業界とのマッチングができれば、大学間連携のみならず産学連

携の強化も期待できる。 
今後は共同利用・共同研究拠点と連携して共同利用・共同研究の深化に取り組み、

先端設備の分担と集中、効率的な運用や維持管理のための仕組みづくりに着手する

ことが期待される。 
・人材育成について 

さらに、若手研究者賞の対象を機構外にも拡大したことや、大学院生への経済的

支援、クロスアポイントメントの推進等、資金・ポスト・設備を一体化して若手研

究者の独創性を支える体制を整備している。多くの若手研究者がキャリアアップし

て転出している実績は、機構全体として全国の大学の研究力底上げに貢献している

ことを示している。 
 

【改善を要する、または今後の課題とすべき点】 
・大学や共同利用・共同研究拠点との連携について 

RUC は少なくとも RU11 と J-PEAKS 対象校は要件に合えば包含すべきと考え

る。また、共共拠点認定大学など別の指標を参考にして該当する大学の参加を可と

することも考えられる。一方で、RUC の目的や果たすべき役割は必ずしも十分に

明確化されているとは言い難いため、今後は、国際卓越研究大学の認定状況や、大

学間連携の枠組み全体の動向も見据えつつ、RUC が担うべき機能や位置付けにつ

いて、あらためて整理・再検討していくことが必要である。コンソーシアムの機能

を最大化するためには、参加大学に対する具体的なインセンティブ（共同研究用シ

ード資金の提供、学生の双方向交流、共同利用設備の優先利用・優遇措置等）を明

示し、参画の付加価値を高めることが不可欠である。「MIRAI-DX」に関しても、大

学が今後望む新しい機能を協議し、それを協働で実装することで、連携活動の利便

性や実効性をより一層高めていく必要があると考える。MIRAI-DX の活用に関し

ては、主な担い手となる URA の関連組織・事業（RA 協議会、JST 研修事業等）

による周知等が考えられる。 
大学共同利用機関としての機能を拡大し、従来の個々の研究者支援に加えて、大
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学との機関間連携を通じた学術連携システムの構築に貢献することが求められて

いる。大学共同利用機関と共同利用・共同研究拠点のつながりを強化して、研究者

の要望を集約・公表していく役割を強めるべきである。また、関連する研究分野の

機関と拠点との間の情報共有を推進し、それぞれが実施する共同利用・共同研究に

ついて、利用者が両者の情報を併せて得られる仕組みを強化することや、技術職員

の連携等による技術の継承を推進すること等も必要である。一方、各機関が構想す

る大型研究設備の実現に向けた支援を機構が先導し、個々の大学では対応困難な研

究インフラの整備を加速させる役割が期待されている。今後の役割として、共同利

用・共同研究拠点や各大学との連携やそこに横串を刺すことに加え、自然科学分野

全体を俯瞰した研究者育成を実施し、研究者に対する目利きのような役割も担うべ

きではないかと考える。 
クロスアポイントメントの活用等に加えて、財源の見通しが立てば連携先や研究

拠点となる大学等と連携協力して大学共同利用機関の支所（サテライト）を整備す

ることを検討することが望まれる。 
・人材育成について 

人材育成に関しては、他大学の事業（例えば５大学で実施されている「世界で活

躍できる研究者戦略育成事業」等）と連携協力し、国際頭脳循環と若手研究者育成

に取り組むことも考えられる。多様な分野の研究者との連携においては、情報共有

の主体を若手研究者にシフトする努力が必要である。 
技術人材育成については、技術者のスキルアップができるように、海外の技術人

材との連携による国際化なども含む、関連する技術系間での人事交流が望ましい。

研究内容が関連している大学との人事交流も、技術者自身の裾野を広げる意味でも

重要である。 
・国際連携について 

国際連携の活性化には、研究者同士のつながりだけでなく、トップ同士の関係構

築、信頼関係をベースにしたイニシアティブが重要である。また、研究者と海外若

手研究者との研究内容のマッチングにおいては、必要に応じて関連する各大学と連

携強化や共同研究を柔軟に推進すべきである。 
 
 
３．社会連携の促進 
 

【評価できる点】 
基金事業室の創設や米国の支援法人との契約締結など、自律的な経営基盤の構築

に資する積極的な活動が展開されている。特に、富裕層を対象としたクルーズ船で

の講演会や、高齢者介護施設への働きかけなど、寄付金獲得に向けた多角的な取組
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を進めている。 
産学連携においては、多業種が参画するコンソーシアム型プラットフォームを構

築し、先端的・萌芽的な産業ニーズに応える体制を整えている。また、OML 事業

において産学連携を視野に入れ設計されたオンサイト型プログラムの今後の活動

に注目したい。  
広報活動においても共創戦略統括本部における機構横断のチーム制により、最先

端の研究成果を社会に還元し、国民の理解を増進させる役割を積極的に果たしてい

る点は評価に値する。 
 

【改善を要する、または今後の課題とすべき点】 
・機構の運営について 

寄付金獲得のためには、社会課題解決と連動した情報発信や、企業のスポンサー

シップを誘導する新たな戦略的な仕組みづくりが必要である。併せて、寄付金の使

途に関する透明性の確保と、詳細な成果報告（インパクト評価）の仕組みを同時に

整備することが不可欠である。潜在寄付者へのアプローチや海外からの寄付など、

開拓し始めたルートをさらに拡大させるとともに、基礎研究の重要性が社会に実感

されるような広報活動の展開が求められる。宇宙、核融合、ライフサイエンス等の

分野において、企業が投資意欲を持ちやすいプロジェクトの立上げ、スタートアッ

プ支援拠点の企業との共同整備などにより民間資金を導入することも考えられる。

一方で、欧米等と違い、日本では社会階層を問わず高度知識にアクセスできること

が特徴であるので、効率一辺倒ではない活動も充実することが望ましい。 
産学連携の入口となる情報発信や企業向けサービスの分かりやすさには改善の

余地があり、大学の産学連携部門とのノウハウの共有や協力が有効であると思われ

る。OML 事業のオンサイト型プログラムは産業界を含めた多様な専門家の参加を

想定した研究プラットフォームを作ることが一つの目的であり、産業界への働きか

け強化や、機構に所属する研究者全員に向けての説明を引き続き丁寧に行うことが

望ましい。 
大学共同利用機関の所在地域の大学、高校、中学校との教育面での連携を一層充

実してはどうか。 
・広報について 

SNS 等のデジタルプラットフォームを活用し、若年層の目線に合わせた情報発

信をさらに強化すべきである。広報活動は、安定的な財政基盤の確保や次世代人材

の獲得に直結するため、各機関のアウトリーチのノウハウを機構内で共有する等、

国民の科学への信頼感・期待を醸成する活動を強化する必要がある。 
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４．データ駆動型サイエンスへの展開 
 

【評価できる点】 
データのオープンアクセス加速化事業等を通じて、各機関における大量データ公

開や利活用基盤の構築や、データ管理・解析において機械学習による実運用的成果

も出している点は高く評価できる。「MIRAI-DX」等の施策を通じ、URA 主導のマ

ッチング支援により、機関間の垣根を超えた共同研究の具体化も進んでいる。

MIRAI-DX の改善により、グローバルなデータ、そして国際連携にまでつながれば

貴重な資産になると考える。 
 

【改善を要する、または今後の課題とすべき点】 
データ駆動型サイエンスを本格展開するため、インフラ強化と並行して、政府が

提唱する「AI for Science」の理念の下での予算・外部資金、例えば「大規模集積研

究システム形成先導プログラム」等も活用しつつ、関連機関と連携協力して学術界

におけるデータ駆動型サイエンスをけん引する役割を期待したい。また、データサ

イエンティストの育成を担う体制構築は喫緊の課題であり、次世代のデータ駆動型

サイエンスを牽引する人材育成を担う役割が期待される。 
機関のデータ特性やニーズは多岐にわたるため、統一的な方針を適用する前段階

として、「分野別ガイドライン」の策定と「横断インターフェース」の構築を優先す

べきである。特に、データガバナンスの確立、分野特性に応じたメタデータの標準

化、高度なアクセス制御、及びデータの長期保存ポリシーの策定が急務である。 
各機関の分野特徴に応じた取組はされているが、分野連携・融合を伴う取組は今

後の課題である。 
 
 
５．その他 
 

【評価できる点】 
人件費縮減に向けた取組として、機構内において超過勤務の縮減を呼びかけ、超

過勤務の発生要因や縮減に向けた具体的な取組例を共有するとともに、法人内及び

機関内の資源配分に関して、客観的評価指標を活用した各機関への予算配分により

最適化に向けて努力していることや大型システム等の共同調達の推進により、経費

の抑制に努めている。 
 

【改善を要する、または今後の課題とすべき点】 
様々な評価に対応しなければならない状況であり、負担を軽減するために、でき
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る限り評価作業を簡素化していく必要がある。自己点検評価についても、DX の導

入による効率化を進め、できるだけ簡素化することが必要と思われる。 
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第三章 評価のまとめと提言 

 
１．評価できる点と改善を要する、または今後の課題とすべき点のまとめ 

 
機構は、機構長のリーダーシップの下、共創戦略統括本部を核とした組織横断的な

運営体制を確立し、世界最高水準の研究を堅持するための基盤を強固なものとしてき

た。特筆すべきは、物価高騰や人件費上昇によりアカデミア全体が深刻な財政難に直

面する中、機構長が定量的エビデンスを駆使して政府や関係機関へ積極的に働きかけ、

運営費交付金等の基盤的経費の拡充に向けた議論を先導した点である。これは一大学

では困難なアカデミア全体を代表するミッションの遂行であり、日本の研究力強化へ

の貢献は極めて大きい。 
今後の組織運営においては、近年の社会情勢の変化に即応するため機構長がリーダ

ーシップを発揮して対応していく上で、これをサポートする仕組みを強化することや、

機構と各機関との双方向コミュニケーションの強化として、経営層から若手研究者・

URA・技術職員を含む全階層間の横断的ネットワークを制度化すべきである。 
新分野創成においては、事業の進捗や成果をフォローする必要があり、OML 事業

の採択課題の成長段階に応じたフェーズゲート型の支援（技術移転支援、マッチング

資金、事業化支援）が必要である。 
日本の研究力を維持・強化するために、同じく学術コミュニティの活動を支える共

同利用・共同研究拠点、大学、研究機関等と連携しながら、基盤研究経費の安定化、

適切な研究評価の確立とそれに基づく研究費配分による研究の推進、博士課程大学院

生・若手研究者・技術系及び研究支援人材の育成といった課題を検討し、政府や関係

機関への働きかけを一層進めていくことが強く期待される。 
加えて、物価高騰に連動した運営費交付金等の基盤的経費の確保に向け、政府や関

係機関への働きかけを引き続き強く進め、機動的な人材配置や設備更新を行うための

財務的余力を構築することが喫緊の課題である。 
 
大学共同利用機関としての機能においても、大型設備の提供に留まらず、RUC の

幹事機関として、加入基準改正による「知の集積」の強化や、MIRAI-DX の活用によ

る新たな共同研究の創出など、日本全体の研究力の底上げに寄与している。 
一方で、大学共同利用機関としての役割について、「個々の研究者支援」に「大学

との機関間連携」を加えて機能を拡大し、共同利用・共同研究拠点等とのつながりを

深めつつ、日本全体の学術連携システムを構築・牽引するハブへと進化することが求

められる。 
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人材育成面では、若手研究者支援制度を拡充しており、OML の公募プログラムの

若手支援型や研究スタートアップ支援型、フェローシップ、若手研究者賞を通じた若

手研究者の挑戦的研究を支援する取組や、クロスアポイントメントの推進、多くの若

手研究者を他大学へキャリアアップさせて送り出すこと、総合研究大学院大学との協

働や大学院生への経済的支援により、全国の研究力の底上げに寄与している。 
また、技術人材の育成や高度化においては、機関の枠組みを超えた合同技術研修の

実施や、技術職員と技術系研究教育職員とを跨ぐキャリアパスの構築など、知見の共

有と技術力の底上げに資する取組が行われている。 

一方で、研究におけるダイバーシティの確保においては、女性研究者の割合が第４

期中期計画の目標値を下回っており、女性研究者がキャリアを諦めることなく研究を

続けられる環境整備の着実な取組が求められる。特に上位職に女性研究者を登用する

ことが肝要であり、具体的方策について、より踏み込んだ検討が必要である。例えば

男女問わず優秀な外国人研究者の積極的な採用を進める中で外国人の女性研究者が

増えれば、結果として女性研究者の優れたロールモデルも示され、次世代究者の育成・

支援にもつながることが期待される。 
若手研究者に対しては、国際派遣やインターンシップ制度を組み合わせた「継続的

キャリア支援」を制度化すべきである。若手研究者が一定の独立性を保ちながら、組

織を超えて継続的に連携・交流できる仕組みの更なる充実は、人材育成においても、

新分野創成の推進においても重要である。多様性の確保を単なる数値目標にとどめず、

研究の質と組織の意思決定の在り方を変革する戦略として位置付け、URA も活用し

つつ総合的に推進していくことが重要な課題である。 
技術人材育成については、研究内容が関連している大学での人事交流や海外の技術

人材との連携による国際化なども含む長期的育成、大学との協働などにより、技術人

材の流動性と定着を両立させることが望ましい。また、待遇を改善し、技術職員と研

究教育職員とを跨ぐキャリアパスを機構全体で共有・展開していくことが期待される。 
 
国際連携の面では、世界トップレベルの研究機関との学術交流協定に基づき連携を

推進している点は、国際的な頭脳循環のハブの役割という観点から高く評価できる。

学際分野を推進する先導的な取組や、大型国際プロジェクトへの継続的な参画等、多

国間での共創基盤と豊富な実績を有しており、これらの取組の発展と共に、蓄積され

た国際業務ノウハウ等の大学との共有を通じて、更なる国際連携の拡大につながるこ

とを期待する。 
今後の国際的な研究プレゼンスの維持・向上には、従来の欧米諸国との連携に加え、

インドや ASEAN 諸国等の成長著しい地域のトップ機関との連携を戦略的に強化す

ることが重要である。国際連携は産学連携や研究・経営戦略分析、寄付金の獲得等の

取組とも関連が深いため、孤立しない工夫が必要である。機構と各機関の国際戦略を
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共有し、国際連携が一層進むように戦略的に取組を推進することが期待される。 
 
社会連携の面では、基金事業室の創設や米国支援法人との契約による寄付獲得の多

角化、コンソーシアムやプラットフォームといった産業界との共創コミュニティ形成

など、自律的な経営基盤の構築に資する積極的な活動が展開されている。広報活動に

おいても、共創戦略統括本部における機構横断のチーム制により、最先端の研究成果

を社会に還元し、社会と基礎研究のつながりの強化に取り組んでいる。 
今後は、SNS 等のデジタルプラットフォームを活用した若年層への訴求や、企業の

スポンサーシップを誘導する寄付の仕組みづくりなど、より戦略的な情報発信と資金

獲得の手法が求められる。産学連携を視野に入れ設計された OML 事業のオンサイト

型プログラムの今後の展開が期待される。産業界への働きかけ強化や、機構に所属す

る研究者全員に向けての説明を引き続き丁寧に行うことが望ましい。 
 
データ駆動型サイエンスの本格展開に向けては、インフラ強化と並行して政府が提

唱する「AI for Science」の理念に基づく「大規模集積研究システム形成先導プログ

ラム」等による資金・体制確保が必要である。また、データサイエンティストの育成

を担う体制構築は喫緊の課題であり、次世代のデータ駆動型サイエンスを牽引する人

材供給源としての役割が期待される。分野横断的なデータ活用のためのガイドライン

策定やメタデータの標準化も急務である。 
 
 

２．今後へ向けた提言 
 

令和７年１１月に示された文部科学省の「国立大学法人等改革基本方針」において

は、国立大学法人等のミッションとして国公私立大学や国立研究開発法人等との連携

が示されており、学術研究の振興と社会への貢献を果たす上で、大学共同利用機関法

人への期待は今後より大きなものになると考えられる。 
そのような期待の中、近年は物価高騰・人件費上昇に伴って設備の導入・維持費用

がこれまでの概ね２倍にも上る一方で、日本のアカデミア全体において運営費交付金

等の基盤的経費は増加しておらず、研究力維持・強化に必須の研究環境の整備が困難

な危機的な状況に瀕している。欧米における科学技術予算は、この２０年の間に約３

倍に増加しており、世界における研究力の水準に日本のアカデミアが並走するために

は、財源が圧倒的に不足していると言わざるを得ない。 
こうした厳しい状況の下で、機構が自然科学分野において日本のアカデミア全体を

代表するミッションを遂行するために、以下の５点を重点課題として提案する。 
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（１）研究力維持・強化のための課題に向けた活動及び各機関への働きかけの推進 
機構は、日本の基盤研究を推進する大学共同利用機関法人として、日本のアカデ

ミア全体を代表し、研究力の維持・強化に不可欠な基盤研究経費の安定化、適切な

研究評価の確立とそれに基づく研究費配分による研究の推進、博士課程大学院生・

若手研究者・技術系及び研究支援人材の育成といった、一大学では対応が困難な学

術界全体の課題について、共同利用・共同研究拠点、大学、関係機関と連携しなが

ら検討し、政府や関係機関へ働きかけていくことが強く期待される。加えて、物価

高騰や人件費上昇を踏まえた運営費交付金の在り方の見直しに向け、政府や関係機

関への働きかけを引き続き強く進めていくことが求められる。 
また、今後の機構の運営においては機動的に執行可能な財源の確保（機構長裁量

経費等の拡充等）を可能にする体制構築も喫緊の課題である。 
 
（２）共同利用・共同研究拠点等との連携による研究インフラの最適配置と高度化 

共同利用・共同研究拠点、拠点となり得る研究大学等との連携を強化し、分野特

有の研究支援の在り方を議論する場の形成を期待する。個々の拠点や大学では対応

困難な大型研究設備の実現を支援するとともに、議論を踏まえた先端機器の分担や

活用、技術人材、研究支援人材の活用等による、より効率的な運用・維持管理や効

果的な共同利用・共同研究、人材育成のための仕組み（学術連携システム）づくり

により、日本の研究力強化に資する研究インフラや研究環境の整備を加速すること

が期待される。 
 
（３）研究の多様性の更なる推進と国際的な研究プレゼンスの向上 
   研究者の多様性の確保を研究の質と組織の意思決定の在り方を変革する戦略と

して位置付け、若手研究者、女性研究者、外国人研究者の登用を総合的に推進する

ことを強く期待する。 
また、国際的な研究プレゼンスの向上として、欧米諸国に加えてインドやASEAN

等の成長著しい地域の機関との連携を戦略的に強化することが重要である。各機関

と国際戦略を共有し、機構として戦略的に取組を推進することを期待する。 
 
（４）技術人材・データ人材の組織的育成と地域・大学への展開 

機構の技術人材育成のノウハウの大学への共有や、海外の技術人材も含めて関連

する技術系間での連携や人事交流により、各機関の地元及び周辺地域の企業や研究

内容が関連している大学を始めとして、日本全体の技術人材育成に寄与することが

期待される。 
また、「AI for Science」の理念に基づく「大規模集積研究システム形成先導プロ

グラム」等の活用や、データサイエンティストの育成を担う体制の構築により、機
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構全体で次世代のデータ駆動型サイエンスを牽引する人材育成を担う役割が期待

される。加えて、研究活動の円滑な遂行を支える事務職員等における AI の利活用

も課題であり、その推進が望まれる。 
 
（５）産学連携の加速と広報の高度化 

OML 事業のオンサイト型プログラムの拠点を整備し、産学連携活動を加速させ

ることが期待される。併せて、共創戦略統括本部の機構横断的な広報機能を強化し、

各機関の広報ノウハウを統合・共有することで、より戦略的な情報発信を可能とし、

社会と基礎研究のつながりの強化に一層取り組むことを期待する。 
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第四章 終わりに 

本外部評価に際し、機構には、限られた期間の中で、的確かつ分かりやすい資料の提

供ならびに丁寧な説明を行っていただいた。ここに、関係者各位のご尽力に対し、心よ

り敬意と謝意を表する。 
 本評価で示した指摘や期待が、機構の今後の取組の一助となり、国際的な学術研究の

持続的発展、学術コミュニティの活性化、大学院生・次世代研究者・技術者・研究支援

人材等の育成、ならびに学術の普及や産学連携による社会への貢献につながることを期

待する。機構が、今後も学術コミュニティや社会の信頼に応えつつ、その役割を着実に

果たし、学術・社会の双方に貢献し続けることを、評価委員一同、強く望むものである。 



 

 

（付録） 

大学共同利用機関法人自然科学研究機構 

外部評価 資料 

 

 

 

 

１． 諮問事項 

２． 第４期中期目標期間の外部評価に係る業務実績報告書 

３． 第４期中期目標期間の外部評価に係る業務実績報告書の補足資料 
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自然科学研究機構外部評価の諮問事項 

以下についてご助言を賜りたい。 

1. 自然科学研究機構のミッションについて（第 4 期中期目標に照らして）
⇨機構が今後我が国の研究力強化に果たすべき役割など
 機構長のリーダーシップによる運営に際し、第 4 期残り 2 年間の大きな

方針や第５期に向けた期待などについて、ご意見を伺いたい。

2. 機構組織とその運営について
⇨５つの研究所及び２つのセンターを統括する機構の運営や共創戦略統括
本部の役割など
 共創戦略統括本部と各機関の円滑なコミュニケーションによる連携が機

構の研究力強化の鍵と考えている。ご所属機関が同様な戦略的組織をお
持ちであれば、それと体制や機能を比較して強化あるいは改善すべき点
があるか、ご意見を伺いたい。

3. 新分野創成への取り組みについて
⇨機構によるトップダウン、ボトムアップで取り組む施策、OML事業など
 事業に投入する予算の在り方や、若手研究者の独創的な発想の醸成や視

野の拡大に向けた支援策などについてご意見を伺いたい。
 ご所属機関において新分野創成についての同様な取り組みがあれば、そ

れと比較して強化あるいは改善すべき点があるか、ご意見を伺いたい

4. データ駆動型サイエンスについて
⇨「データ駆動型サイエンスへの展開（第 4 期中期目標）」に向けて
 ご所属機関で何らかの取り組みがあればご教示いただきたい。

5. 国際連携について
⇨AFP、QIB、各機関の取り組みなど
 機構のミッションを踏まえ、国際連携を今後拡大すべき相手国・機関な

どがあればご教示いただきたい。
 連携機関双方が平等に研究経費を負担するマッチングファンド形式の共

同研究への移行に取り組んでいるが、海外機関との連携において、取り
組みの活性化や win-win の関係構築に向けて工夫すべき点などご意見を
伺いたい。

6. 人材育成について
⇨若手研究者、大学院生、技術人材、URA 人材の育成など
 若手研究者の育成にあたり、アワード、研究費、研究環境など機構とし
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て重点的に取り組むべき点などご意見を伺いたい。 
 技術人材（技術職員や技術支援員）の育成に関して、日本の研究力強化

のために機構が取り組むべき点などご意見を伺いたい。 
 

7. 大学との連携活動について 
⇨研究大学コンソーシアム（RUC）の幹事機関として期待される役割など 
 研究大学群として層の厚みを増し、「知の集積」を強化するためには今後

より多くの大学に参加いただくことが肝要と考えており、加入基準を改
正している。多くの研究大学を包括するコンソーシアムとして、その機
能を強化したいと考えているが、その方向性についてご意見を伺いたい。 

 ポータルサイトとしての MIRAI-DX の新しい機能について、今後大学が
望む機能についてご意見を伺いたい。 
 

8. 機構と社会とのかかわりについて 
⇨産学連携、情報発信（広報）、寄付金事業など 
 それぞれの取り組みについて、強化あるいは改善すべき点、あるいはご

所属機関の好事例があればご意見を伺いたい。 
 大学と異なり機構・各機関には卒業生がおらず、寄付金集めは容易では

なく、企業に依存せざるを得ない状況にある。企業からの寄付について
工夫すべき点などご意見を伺いたい。 
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スライド27 3-2-3. OPEN MIX LAB（OML）事業
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スライド52　 4-2-1. 若手研究者の育成  
（参考）教授・准教授級の転出入状況
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大学共同利用機関法人自然科学研究機構 外部評価委員会について 

１． 実施期間 

第１回外部評価委員会 

開 催 日 時：令和７年１１月１７日（月） １３時３０分～１６時３０分 

開催場所等：自然科学研究機構会議室及びオンライン 

主 な 内 容：機構の業務運営・財務内容等のヒアリング、質疑応答 

第２回外部評価委員会 

開 催 日 時：令和７年１２月１７日（水） １３時３０分～１６時３０分 

開催場所等：総合研究大学院大学東京オフィス会議室及びオンライン 

主 な 内 容：意見交換、評価結果の検討 

第３回外部評価委員会 

開 催 日 時：令和８年１月１５日（木） ９時００分～１２時００分 

開催場所等：自然科学研究機構会議室及びオンライン 

主 な 内 容：外部評価報告書案の確認、意見交換 

第４回外部評価委員会 

開 催 日 時：令和８年２月１３日（金）～令和８年２月２０日（金） 

開催場所等：メール審議 

主 な 内 容：外部評価報告書の提出 

２． 外部評価委員（五十音順） 

石川 義弘 横浜市立大学 学長 

磯谷 桂介 中部大学 理事 

杉本 亜砂子 東北大学 理事・副学長 

瀧澤 美奈子 日本科学技術ジャーナリスト会議 副会長 

波多野 睦子 東京科学大学 理事・副学長 

星野 真弘 東京大学 名誉教授 

※森 初果 東京大学 教授 

※委員長
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大学共同利用機関法人自然科学研究機構外部評価委員会設置要項 

令和７年７月２４日 

機 構 長 決 定  

（趣旨） 

第１ 大学共同利用機関法人自然科学研究機構（以下「機構」という。）では，機構の活

動状況を可視化するとともに，外部の意見を取り入れ，評価結果等をエビデンスとし

て機構の運営に反映させることを目的に，機構の第４期中期計画において，「令和７年

度に外部委員のみで構成された外部評価委員会にて４年間の総合外部評価を実施し、

その結果を公表する」と定めていることを踏まえ，機構に大学共同利用機関法人自然

科学研究機構外部評価委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（任務） 

第２ 委員会は，機構長の諮問に応じて，次の各号に掲げる事項を審議する。 

一 機構の業務運営・財務内容等に係る評価 

二 報告書の作成 

三 その他機構の外部評価に関する事項 

（組織） 

第３ 委員会は，機構長が指名する次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

一 外部有識者又は学識経験者 若干名 

二 その他機構長が必要と認めた者 

（任期） 

第４ 委員の任期は，委嘱の日から第２第２号に掲げる報告書を作成の上，機構長に提出

した日までとする。 

（委員長） 

第５ 委員会に委員長を置き，委員長は委員の互選により決定する。 

２ 委員長は，委員会を招集し，その議長となる。 

３ 委員長に事故があるときは，あらかじめ委員長が指名した委員がその職務を代理する。 

（議事） 

第６ 委員会は，委員の過半数の出席がなければ，議事を開き，議決することができない。 

２ 議事は，出席した委員の過半数で決し，可否同数のときは，委員長が決する。 

（委員以外の者の出席） 

第７ 委員長は，必要に応じて委員以外の者を出席させて，説明又は意見を聴くことがで

きる。 

（庶務） 
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第８ 委員会の庶務は，事務局総務課において処理する。 

（補則） 

第９ この要項に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員会が別に定

める。 

附 則 

１ この要項は，令和７年７月２４日から施行する。 

２ この要項は，第４の規定による委員の任期が満了した日をもって，その効力を失う。 
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